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西公民館長

開発指導課長

西中学校等複合施設整備運営事業に係る基本方針（方針公表後に公開）
配付資料

消防総務課長

道路整備課課長補佐（道路計画担当）

議　題

①　10月17日から基本方針についてパブリック・コメントを実施予定。12月下旬に募集
要領、要求水準（案）及び審査基準（案）を公表する予定。

③　「供用開始日」とは、具体的に何を開始する日か。
　⇒最低限、学校が２学期から使えるようにするという意味である。具体的な日付は今
後調整する。公民館機能の利用開始は学校とは一律でない可能性はある。消防西分署
は、移転準備ができた時点での利用開始となる。

②　審査基準（案）は審査会に諮るのか。審査期間が短いのではないか。
　⇒審査会は11月の教育委員会議を経て設置し、審査基準（案）への意見もいただく。
ＰＦＩ等の公民連携事業に精通する委員であれば、短期間でも審査基準の審査は可能だ
ろうが、資料の事前送付やメール対応等により余裕のある審査期間を確保したい。

出席者

備考

④　本事業の事業区域を改めて確認したいが、西中敷地全体（３ｈａ）ではないのか。
その場合、歩道整備などの事業は同事業と考えるのか、別事業として考えるのか。ま
た、歩道整備などの予定の有無と事業者に求める内容（用地の確保等）を要求水準
（案）に明示する必要がある。
　⇒許認可は、敷地全体で考えるようだが、本事業の事業区域はＤＢＯで行う区域のみ
である。歩道整備などは別事業として考える。要求水準（案）への記載は今後検討。

⑤　前回配布の方針（案）資料にはあった財源の記載が抜けている。
　⇒募集要項の中には上限額を記載する。

⑦　財源の流れが不安要素である。事業スケジュールは出来ているのだから、これに補
助の申請・交付や起債のスケジュールなども加えて整理しておくべきではないか。

⑥　今後の市の事務が通常の国庫補助とどのように異なるのか。特に会計検査への対応
が不安である。補助を受けるのは市であるから、事業者が行った事業内容を説明するこ
とになるのではないか。

⑧　パブリック・コメントの意見の反映はどこで行うか。
　⇒12月に公表する募集要領、要求水準（案）への反映を予定する。
⑨　既存施設（西公民館）の扱いも注視して欲しい。複合施設への移行期間もスケ
ジュールに反映して欲しい。公民館条例の改正も必要になる。
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